
職住共存特別用途地区建築条例について 

 

（１）目 的  建築物の建築に関し必要な事項を定めることによって，都心としての

良質なにぎわいと都心としての良好な住環境との調和を促進すること

により，都心部の再生を図ることを目的としています。 

 

（２）建物用途の制限 ⇒ 職住共存地区としての良好な住環境との調和を促進するた

め，次の用途の制限をするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）にぎわいへの配慮 ⇒ 中心的商業地域であることとの調和を促進するため，

容積率が３００％を超える共同住宅を建築する場合は，以下に掲げる以外の用

途の施設（以下「併設施設」という。）を，３階以下の階（地階に設ける場合は，

市長が都心部のにぎわいの確保に資すると認めた場合に限ります。）に併設しな

ければなりません。 

ただし，延べ面積が１,０００㎡未満の建築物については適用しません。 
 

 

 

 

 

 

⇒ また，併設施設の面積は，以下の値以上確保する必要があります。 

 

※延べ面積は，建築基準法第５２条第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積をいいます。 

（４）例外規定  

 

 

 

 

「政令で定める建築物」  ヌードスタジオ，のぞき劇場，ストリップ劇場，

専ら異性を同伴する客の休憩に供する施設，専ら性的好奇心をそそる写

真その他の物品の販売を目的とする店舗その他これらに類するもの 

● 建築してはならない建築物 

① キャバレー，料理店その他これらに類するもの 

（風俗営業法に準じた用途のもので，普通の料理店等は含まれません。） 

② 個室付浴場業に係る公衆浴場その他これに類する政令で定めるもの 

 

 

 

 

 

● 「併設施設」の対象とならない用途 

① 共同住宅（これに付属する施設を含む） 

② 自動車車庫，駐輪場その他これらに類するもの 

③ 倉庫その他これに類するもの 

（併設施設）≧｛（延べ面積）－（敷地面積の３００％）｝×１/２ 

① 一定の条件（住居部分の面積が増加しない等）を満たした既存不適格の共同住宅

の増築等，建て替えについては，上記（３）の規定は適用しません。 

② 市長が良好な居住環境を害するおそれがない，公益上やむを得ない等の理由によ

り許可した場合，上記（２）又は（３）の規定は適用しません。（この場合，市長

は，公開による意見の聴取を行い，かつ，建築審査会の同意を得なければなりま

せん。） 

 



 

 

 

 

 

特別用途地区の適用範囲（    の部分） 

 

都心部の幹線街路に囲まれた内部地区（職住共存地区）を 

対象とします。 
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○ 職住共存特別用途地区の制限は，平成 15年４月 1日から実施してお

り，平成１６年１２月２０日に区域を拡大しています。 

適用範囲 

＜ お 問 い 合 わ せ ＞ 

特別用途地区について  建築指導部建築指導課  TEL (075)222-3620 

職住共存地区のまちづくりについて   まち再生・創造推進室  TEL (075)222-3503 

平成２９年５月 京都市都市計画局 


